
文部科学省総合教育政策局専修学校教育振興室

令和６年度全国高等学校長協会総会

進学先としての専門学校について



 専修学校の特徴
 社会の変化に即応した実践的な職業教育機関。また、修業年限や教員構成などが⼤学に⽐べて⾃由度が⾼い。
 各種国家資格の指定養成施設。⼈⼿不⾜の業界に対し、エッセンシャルワーカーを輩出。(30以上の国家資格の学歴要件。看護師、

介護⼠、理学療法⼠、⾃動⾞整備⼠、理容師・美容師、調理師などの多くを輩出)
 ⼤学等に⽐べ、卒業⽣の地域への就職率が⾼い。

 専修学校の制度的位置づけ

専修学校について

１４０校

６０７，９５１⼈※ ３，０２０校総 計

１９，４５９⼈⼀ 般 課 程

５５５，３４２⼈２，６９３校専 ⾨ 課 程

３３，１５０⼈３８６校⾼ 等 課 程

⽣ 徒 数学 校 数区 分

※学校数の総計は、それぞれの課程の重複を除く。

出典︓令和5年度学校基本統計 （令和5年5⽉1⽇現在）

３．４％５７．７％２１．９％進 学 率

短 期 ⼤ 学⼤ 学専修学校
専⾨課程区 分

※進学率はそれぞれ⾼等教育機関への⼊学者に占める割合。
※⼤学、短期⼤学への進学率はそれぞれ学部、本科への進学率。

 専修学校の現状  他の⾼等教育機関との⽐較

出典︓令和5年度学校基本統計 （令和5年5⽉1⽇現在）
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学校教育法の⼀部を改正する法律案の概要
趣旨

専修学校は、学校教育法において、「職業若しくは実際⽣活に必要な能⼒を育成し、⼜は教養の向上を図ること」が⽬的とされ、医療、福祉、⼯業
等の分野において、実践的な職業教育機関として⼈材を輩出してきた。

⼈⽣100年時代やデジタル社会の進展の中で、職業に結びつく実践的な知識・技能・技術や資格の修得に向けて、リスキリング・リカレント教育を
含めた職業教育の重要性が⾼まっていること等を踏まえ、専修学校における教育の充実を図るため、専⾨課程の⼊学資格を厳格化するとともに、専修
学校における専攻科の設置に係る規定の創設、⼀定の要件を満たす専⾨課程の修了者への称号の付与、専⾨課程を置く専修学校への⾃⼰点検評価の義
務付け等の措置を講ずる。

概要

教育の質の保証を図るための措置

専⾨課程修了者の学修継続の機会確保や社会的評価の向上のための措置

③ ⼀定の要件を満たす専⾨課程（以下「特定専⾨課程」という。）を置く専修学校には、専攻科を置くことができることとする。
※専攻科は、特定専⾨課程を修了した者等が、より深く学び・研究することを⽬的とした課程。

※⼀定の要件を満たす専修学校の専攻科については、短期⼤学及び⾼等専⾨学校の認定専攻科と同様に、⼤学等における修学の⽀援に関する法律に基づく修学⽀援制度
の対象に含める。

① 専修学校の専⾨課程の⼊学資格について、⼤学の⼊学資格と同様の規定とする。
※専⾨課程の⼊学資格について、⾼等学校等を卒業した者に「準ずる学⼒があると認められた者」から、⾼等学校等を卒業した者と「同等以上の学⼒があると認められ
た者」に改める。

※専修学校専⾨課程の在籍者の呼称を「⽣徒」から「学⽣」に改める。

④ 特定専⾨課程の修了者全てについて⼤学編⼊学資格を認めるとともに、当該修了者は専⾨⼠と称することができることとする。

⑤ 専⾨課程を置く専修学校に⼤学と同等の項⽬での⾃⼰点検評価を義務付けるとともに、外部の識⾒を有する者による評価を受ける努⼒義務を定め
る。

② 専修学校となるために最低限必要な学習時間に関する基準を、⼤学・⾼等専⾨学校と同様に「単位数」により定めることができるようにする。

⼤学等との制度的整合性を⾼めるための措置

令和８年４⽉１⽇
施⾏⽇
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高等専門学校短期大学
大学

（うち学部）
専門学校

（専門課程を置く専修学校）

学校教育法第１条学校教育法第１条学校教育法第１条学校教育法第124条根拠

58校303校783校2,693校学校数

56,576人86,689人2,632,775人555,342人
※専門課程の在籍者数

在籍学生数

167単位
（商船学科は練習船実習を除く
147単位）

２年制：62単位
３年制：93単位

124単位
専門学校(４年制) 120単位※1

専門学校(２年制) 60単位※2

（単位制による学科の場合）
教育課程

経常費︓私学助成法第４条
施設整備費︓第10条（施設費）

経常費︓私学助成法第４条
施設整備費︓第10条（施設費）

経常費︓私学助成法第４条
施設整備費︓第10条（施設費）

経常費：都道府県による補助（R4より、

職業実践専門課程の上乗せ補助
に対し特別交付税措置）

施設整備費：私学助成法第16条で同
法第10条（施設費）を準用

助成

○
（機関要件充足率：100%）

○
（機関要件充足率：97.3%）

○
（機関要件充足率：98.3%）

○
（機関要件充足率：78.5%）

修学支援
新制度

準学士
（称号・法律）

短期大学士
（学位・法律）

学士
（学位・法律）

専門士（２年）
高度専門士（４年）
（称号・大臣告示）

卒業生の
地位・称号

⼤学・短期⼤学・⾼等専⾨学校と、専⾨学校との⽐較

※1 ⼀定の要件を満たす２年制以上の課程の修了者（⼤学⼊学資格を有する者）は⼤学への編⼊学が認められる（学校教育法第132条）。
※2 ⼀定の要件を満たす４年制以上の課程で⽂部科学⼤⾂の指定を受けたものの修了者は、⼤学院⼊学資格が認められる（約94％の学科が該当。

学校教育法第102条及び学校教育法施⾏規則第155条）。

（出典）令和５年度学校基本統計
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専⾨学校の各分野における主な設置学科
主な設置学科分野

情報処理／測量／⾃動⾞整備／⼟⽊／建築／電気・電⼦⼯学／
情報⼯学／航空⼯学 など

⼯業

農業／園芸／畜産／造園／バイオテクノロジー／フラワービジネスなど農業

看護／⻭科衛⽣／⻭科技⼯／臨床検査／診療放射線／理学療法
／作業療法／⾔語聴覚療法／はり・きゅう・あんまマッサージ指圧／柔
道整復 など

医療

栄養／調理師／製菓／製パン／理容／美容／エステ／メイク など衛⽣

保育／幼児教育／社会福祉／医療福祉／介護福祉／精神保健福
祉 など

教育・社会福祉

経理・簿記／旅⾏・観光・ホテル／経営／秘書／ビジネスなど商業実務

ファッションデザイン／ファッションビジネス／和洋裁／編物・⼿芸／スタイリ
スト など

服飾・家政

デザイン／インテリアデザイン／⾳楽／外国語／演劇・映画／写真／通
訳・ガイド／公務員／アスレティックトレーナー／トリマー など

⽂化・教養
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専修学校と資格取得

認定者所管修業年限⼊学資格資格名分野

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省１年以上⾼卒測量⼠補⼯業

都道府県知事経済産業省１年以上⾼卒第２種電気⼯事⼠⼯業

都道府県知事厚⽣労働省２年以上⾼卒栄養⼠衛⽣

都道府県知事厚⽣労働省１年以上中卒調理師衛⽣

都道府県知事こども家庭庁２年以上⾼卒保育⼠教育・社会福祉

都道府県教育委員会⽂部科学省２年以上⾼卒幼稚園教諭２種教育・社会福祉

（１）卒業と同時に資格を取得

認定者所管修業年限⼊学資格資格名分野

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒はり師医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒きゆう師医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒あん摩マツサージ指圧師医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒柔道整復師医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒⾔語聴覚⼠医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省２年以上⾼卒救急救命⼠医療

都道府県知事厚⽣労働省１年以上中卒製菓衛⽣師衛⽣

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省２年以上⾼卒理容師衛⽣

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省２年以上⾼卒美容師衛⽣

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省４年
（管理栄養⼠養成施設）

⾼卒管理栄養⼠衛⽣

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省６⽉以上、１年以上⼤卒等社会福祉⼠教育・社会福祉

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省２年以上⾼卒介護福祉⼠教育・社会福祉

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省２年以上⾼卒社会保険労務⼠商業実務

国税審議会会⻑国税庁２年以上⾼卒税理⼠商業実務

⽂部科学⼤⾂⽂化庁４年以上⾼卒学芸員⽂化・教養

農林⽔産⼤⾂及び環境⼤⾂農林⽔産省・環境省３年以上⾼卒愛玩動物看護師⽂化・教養

認定者所管修業年限⼊学資格資格名分野

都道府県知事国⼟交通省２年以上⾼卒建築⼠（２級・⽊造）⼯業

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省２年以上⾼卒１級建築⼠⼯業

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省１年以上中卒⾃動⾞整備⼠（３級）⼯業

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省２年以上⾼卒⾃動⾞整備⼠（２級）⼯業

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省２年以上２級取得者⾃動⾞整備⼠（１級）⼯業

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省３年以上⾼卒航空整備⼠（２等）⼯業

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省２年以上⾼卒航空運航整備⼠（２等）⼯業

都道府県知事総務省２年以上⾼卒消防設備⼠（甲種）⼯業

都道府県知事総務省２年以上⾼卒危険物取扱者（甲種）⼯業

都道府県知事厚⽣労働省課程により異なる中卒⼜は⾼卒技能⼠（２級）⼯業

都道府県知事厚⽣労働省２年以上中卒准看護師医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒看護師医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省１年以上看護師免許を有する者⼜は看護師国
家試験の受験資格を有する者保健師医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省１年以上看護師免許を有する者⼜は看護師国
家試験の受験資格を有する者助産師医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒診療放射線技師医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒臨床検査技師医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒理学療法⼠医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒作業療法⼠医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒視能訓練⼠医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒⻭科衛⽣⼠医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省２年以上⾼卒⻭科技⼯⼠医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒義肢装具⼠医療

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省３年以上⾼卒臨床⼯学技⼠医療

（２）卒業と同時に受験資格を取得

（３）卒業後⼀定の実務経験で資格を取得
認定者所管修業年限⼊学資格資格名分野

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省１年以上⾼卒測量⼠⼯業

経済産業⼤⾂経済産業省２年以上⾼卒第２種電気主任技術者⼯業

経済産業⼤⾂経済産業省２年以上⾼卒第３種電気主任技術者⼯業

（４）卒業後⼀定の実務経験で受験資格を取得

※ 令和６年３⽉現在。下記は専修学校における学修の観点から簡易的に整理したもの。当該資格の有資格者として活動するためには、下記に加え更なる要件が求められることがある。

認定者所管修業年限⼊学資格資格名分野

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省２年以上⾼卒２級⼟⽊施⼯管理技⼠⼯業

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省２年以上⾼卒１級⼟⽊施⼯管理技⼠⼯業

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省２年以上⾼卒２級建築施⼯管理技⼠⼯業

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省２年以上⾼卒２級電気⼯事施⼯管理技⼠⼯業

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省２年以上⾼卒１級電気⼯事施⼯管理技⼠⼯業

国⼟交通⼤⾂国⼟交通省２年以上⾼卒２級造園施⼯管理技⼠農業

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省２年、３年、４年
（栄養⼠養成施設）

⾼卒管理栄養⼠衛⽣

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省２年以上⾼卒社会福祉⼠教育・社会福祉

厚⽣労働⼤⾂厚⽣労働省２年以上⾼卒精神保健福祉⼠教育・社会福祉
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⾼等教育機関進学率
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１８歳⼈⼝ ⾼等教育機関進学率 ⼤学(学部)・短⼤(本科)
進学率

⼤学(学部)進学率 短期⼤学進学率 専⾨学校進学率 ⾼等専⾨学校４年
進学率

1.0%1.0%0.9%

3.4%3.7%4.0%

21.9%22.5%
24.0%

20.4%

57.7%
56.6%

54.9%

61.1%
60.4%

58.9%

84.0%83.8%83.8%
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学校⽣活の満⾜度

21世紀出⽣児縦断調査（平成13年出⽣児）結果（第19回・令和3年8⽉公表）

調査結果概要

専修学校・各種学校の在学者は、全ての学校⽣活の満⾜度に係る項⽬について、「とてもそう思う」の割合が他の学校種と⽐較して最も⾼い。
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学校の友人関係はうまくいっている
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⼤学(n=13061)

短期⼤学(n=1025)

⾼等専⾨学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

ためになると思える授業がたくさんある

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答等

31.6

44.9

43.8

57.2

53.3

46.0

44.6

37.9

12.1

6.4

9.5

3.6

2.2

1.7

0.5

0.5

0.8

1.0

1.6

0.8
0% 20% 40% 60% 80% 100%

⼤学(n=13061)

短期⼤学(n=1025)

⾼等専⾨学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

学校の勉強は将来役に立つと思う

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答等

11.1

23.4

23.7

27.5

61.2

62.0

62.8

61.4

19.5

10.9

11.6

9.3

7.1
2.9

1.1

1.3

1.0

0.7

0.8

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⼤学(n=13061)

短期⼤学(n=1025)

⾼等専⾨学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

教師との関係はうまくいっている

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答等

15.3

22.9

20.3

30.2

51.3

49.3

45.9

48.9

28.0

23.9

29.0

17.8

4.4

3.3

4.5
2.5

1.0

0.6

0.3

0.6
0% 20% 40% 60% 80% 100%

⼤学(n=13061)

短期⼤学(n=1025)

⾼等専⾨学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

楽しいと思える授業がたくさんある

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答等

10.9

17.0

13.5

20.8

64.9

62.9

58.3

63.1

20.1

17.0

25.1

13.7

3.0

2.0

2.6

1.7

1.0

1.1

0.5

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⼤学(n=13061)

短期⼤学(n=1025)

⾼等専⾨学校(n=379)

専修学校・各種学校(n=3546)

授業の内容をよく理解できている

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答等

9
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専⾨学校での学びと社会への移⾏に関する振り返り調査（2016年8⽉18⽇ベネッセ教育総合研究所）結果 参考6-1

１）専⾨学校（⼤学）時代の学びの充実度
 専⾨学校卒業者の約8割(76.2％)が専⾨学校時代の学びが「充実していた」(とても＋まあ充実していた)と回答。
 2015年に⼤学卒業者約2万⼈を対象に実施した「⼤学での学びと成⻑に関するふりかえり調査」の結果と⽐較すると、⼤学時代の学びが

「充実していた」と回答した⽐率は76.4%であり、学びの充実度は⼤卒者と同等と⾔える。

※大卒者データは、専門学校卒の調査
対象（20～49歳）にあわせて、大卒社
会人約2万人の中から対象者（23歳～
49歳、17,131名）を再抽出、値を再算

出しているため、発表済みの「大学での
学びと成長に関するふりかえり調査」
(2015)の数値とは異なる。

※偏差値帯による大学の分類には、「
あなたがご卒業された大学の入試難易
度にあてはまるものをひとつお選びくだ
さい」の質問に対して「おおむね偏差値
65以上」「おおむね偏差値55～64」「お
おむね偏差値45～54」「おおむね偏差
値44以下」「わからない」の５つの選択

肢から回答者が選択した結果を用いて
いる。

※オレンジ囲みの数値は「とても充実し
ていた」＋「まあ充実していた」の％

※工業分野の一部の学科は、違う分類
に位置することがある。

対象︓20〜49歳の⽇本の専⾨学校（専修学校専⾨課程）を卒業した20代〜40代の者 3,771名

Q.専⾨学校（⼤学）時代の学びを振り返り、充実度についてあてはまるものをお選びください。
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専⾨学校での学びと社会への移⾏に関する振り返り調査（2016年8⽉18⽇ベネッセ教育総合研究所）結果

２）職業教育を通じた⾮認知スキルの向上
 専⾨学校卒業者は、「⼈と協⼒しながらものごとを進める」(71.3%)、「なにごとにも粘り強く取り組む姿勢を持つ」(69.5%)、「学び続ける

姿勢をもつ」(68.5%)など、⽣涯にわたり影響し続け、社会的な成功に関連すると⾔われる「⾮認知スキル」(学びに向かう⼒や姿勢)の項
⽬で⽐率が⾼い。 ※⼤学卒業者（全体）が回答した⽐率とほぼ同等。

 専⾨学校は、⼀般的には資格取得のための実学中⼼だと思われがちであるが、その他の⾮認知スキル修得にも役⽴っている。

対象︓20〜49歳の⽇本の専⾨学校（専修学校専⾨課程）を卒業した20代〜40代の者 3,771名

Q.専⾨学校（⼤学）⽣活全体を通じて次のようなことは、どの程度⾝についたと思いますか。 （上位5項⽬）

※「かなり身についた」＋「ある程度身についた」の％

参考6-2
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専⾨学校での学びと社会への移⾏に関する振り返り調査（2016年8⽉18⽇ベネッセ教育総合研究所）結果

３）卒業後の社会での働き⽅
 「定着率」(在籍時の専⾨分野と関連する領域の仕事に就いている⽐率)は、医療分野(81.5%)や教育・社会福祉分野(69.0％)で⾼

く、商業実務分野(34.2%)や⽂化・教養分野(21.8%)で低い。
 「正規雇⽤率」と「平均年収」は、資格系の中でも衛⽣分野(41.6%、228万円)は低い、⾮資格系の中でも商業実務分野(61.6%、

307万円)は⾼いなど、専⾨分野による差が⼤きい。
 「平均年収」は、⼤学卒業者と⽐較して約100万円の差。

対象︓20〜49歳の⽇本の専⾨学校（専修学校専⾨課程）を卒業した20代〜40代の者 3,771名

※定着率は、専門学校在籍時の分野と関連する仕事にど
の程度就いているか、その継続性を把握するために、専門
学校在籍時の専門分野と現在の仕事に関連する専門分野
を尋ねた項目を用いてクロス分析を行い、その比率を算出
。

※正規雇用率は、現在の雇用状況について「民間企業の
正社員」＋「公務員（公益団体などの正職員を含む）」と回
答した比率

※平均年収の平均値は、個人年収の変数を「0 円＝０」「１
円～103 万円以下＝51.5」「103～130 万円＝116.5」～「
1500 万円以上＝1750」のように数値に置き換えた上で算
出。

※定着率、正規雇用率、平均年収の算出にあたっては、「
無職」や「専業主婦や専業主夫」の対象者を除いている。

※大卒社会人の平均年収は、「短大」「4 年制大」のどちら
か１つあるいは両方を卒業した者のみを対象とし算出。6 
年制大、大学院、海外の大学・大学院を卒業した経験をも
つ者は除いている。また専門学校卒と同様、現在「無職」「
専業主婦や専業主夫」の対象者も除いている。

参考6-3



専⾨学校・⼤学卒業者における地元就職の状況

58%

30%

41%

36% 35%

19%

45%
41%

49%

32%

22%

27%

36%

30%

66%

43%

84%

66%

52%

45%

76%

82%

63%

57%

85%
81%

73%
76%

71% 73%

78%

68%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

県内の【大学】を卒業し、就職した者のうち県内企業へ就職（内定）した者の割合

県内の【専門学校】を卒業し、就職した者のうち県内企業へ就職（内定）した者の割合

令和5年3月卒業者の状況
文部科学省専修学校教育振興室調べ（各県の労働局発表の就職内定状況調査より作成）
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大学卒

4.2%

短大卒

0.8%

高専卒

0.1%

高卒等

94.9%

16.4%

83.6%

7.3%

92.7%

7.0%

93.0%

専修学校におけるリカレント教育の現状
 専修学校における社会⼈の受⼊⼈数は、専修学校全体で約4.7万⼈。うち⾼等専修学校で約6千⼈。専⾨学校で約4.1万⼈。
 専⾨学校に⼊学する者のうち約1.4万⼈（約5.1%）が⼤学・短⼤・⾼専の卒業者である。
 資格取得後に追加の学修を⾏うことにより、学び直しや学びの継続がなされている事例も存在する。

出典︓⽂部科学省調べ（回答率87%)
※社会⼈は、現に職に就いている者（給料、賃⾦、
報酬、その他の経常的な収⼊を得る仕事に就いている
者）、給料、賃⾦、報酬、その他の経常的な収⼊を
得る仕事から既に退職した者、主婦・主夫をいう。

●学び直し／学びの継続の事例

看護師養成課程
（３年制）

助産師養成課程
（１年制）

（看護師・助産師養成施設の例）
看護師試験受験・
国家資格取得

看護師資格保有
が⼊学要件

（修了）

助産師試験受験・
国家資格取得

（⾃動⾞整備⼠養成施設の例）

●社会⼈※在籍率（令和３年度）
（専修学校） （⾼等専修学校） （専⾨学校）

専修学校
うち専⾨課程
（専⾨学校）

うち⾼等課程
（⾼等専修学校）

586,179⼈34,493⼈641,140⼈総数

41,022⼈5,662⼈46,887⼈うち社会⼈

●専⾨課程⼊学者のうち⼤学等卒業者（令和３年度）
（専⾨学校）

総計

⾼卒等⾼専卒短⼤卒⼤学卒

259,445⼈200⼈2,312⼈11,505
⼈273,462⼈

出典︓令和３年度学校基本統計

２級⾃動⾞整備⼠
養成課程

（２年制）

１級⾃動⾞整備⼠
養成課程

（２年制）

２級⾃動⾞整備⼠
受験・国家資格取得

２級⾃動⾞整備⼠
資格保有が⼊学要件

（修了）

１級⾃動⾞整備⼠
受験・国家資格取得
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令和５年度⼤学・短期⼤学・⾼等専⾨学校及び専修学校卒業者の就職状況調査
（令和６年２⽉１⽇現在）
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 調査対象 ︓全国の国公私⽴専⾨学校（回答率72.6％）
 調査趣旨 ︓各専⾨学校における中途退学者・休学者の状況等について調査するもの。
 対象期間 ︓令和４年４⽉１⽇〜令和５年３⽉３１⽇

令和４年度 専⾨学校⽣の修学状況（中退者・休学者）等に関する調査結果

１．中途退学者の状況
○中退者数の割合は、令和４年度は令和３年度と⽐べ0.5ポイント増

○中退の最も中⼼的な理由は、学⽣⽣活不適応・修学意欲低下（25.2％）、
就業・起業等（13.9%）など。遠隔授業から全⾯的な対⾯授業に戻ったこ
とに伴い、⼈間関係構築に困難さを感じる⽣徒がいるという声等もあった。

学⽣数に
占める中退者数の割合

※括弧内はR3年度数値
中退者数

※括弧内はR3年度数値学校種

6.31%
（5.81%）

30,403⼈
（24,056⼈）

専⾨学校

調査概要

令和４年度における学校種別中退者数及び中退者割合

N=30,403⼈

※学⽣数に占める中退者数の割合については、令和４年４⽉１⽇時点の学⽣数に対する割合を算
出したもの。

※R元年度〜R３年度の数値は過去の調査結果より引⽤

２．休学者の状況

○中退者数の割合は、令和４年度は令和３年度と⽐べて⼤きな変化はなく
微減。

○中退の最も中⼼的な理由は、令和３年度と同様に、⼼神耗弱・疾患
（30.7％）、学⽣⽣活不適応・修学意欲低下（15.0％）で、令和３
年度より構成⽐増。

学⽣数に
占める休学者数の割合

※括弧内はR3年度数値
休学者者数

※括弧内はR3年度数値学校種

1.05%
（1.08%）

5,033⼈
（4,466⼈）

専⾨学校

令和４年度における学校種別休学者数及び休学者割合

※学⽣数に占める中退者数の割合については、令和４年４⽉１⽇時点の学⽣数に対する割合を算
出したもの。

※R元年度〜R３年度の数値は過去の調査結果より引⽤

N=5,033⼈
16
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